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本誌の特集１は「正会員の議案書分析」であ

った。筆者もこれまでに、本誌で議案書分析を

おこない、連合から単組までさまざまな議案書

に目を通した。今回のまとめ（編集部）をみる

と、ポストコロナの状況を踏まえ、各労働組合

が新しい運動への一歩を踏み出したことが見て

取れた。

さて、本稿では、この議案書分析とも関係す

るが、現在の労働をとりまく状況を踏まえて、

これからの労働組合や労働運動が力をいれるべ

きことや方向性について、ジョブ型時代におけ

る労働運動の政治的使命、という視点から、思

いを書いてみたい。来期以降の各組合の議案書

にも寄与できれば幸いである。

はじめに

1. ジョブ型時代とは

昨今「ジョブ型」に注目が集まっていること

は論をまたない。このような「ジョブ型」が話

題になる時代、すなわち「ジョブ型時代」と

は、個人と周りやそれを囲む会社や団体や政府

との関係がシャッフルされる時代だといえるだ

ろう。これまで曖昧であった個人と職場、家庭、

地域、企業から社会や国家との関係をより明確

にするのが、その改革の方向である。

仕事の面でいえば、「この仕事をやっている

のは私です」という関係を決めること、仕事

と自分の関係をよりはっきりさせることであ

る。「あなたの仕事は何ですか（what are you 

doing?）」という問いにたいし、日本では「私は

○○で働いています（I’ｍ working in ○○ .）」

のように、所属の回答が想定される（メンバー

シップ）。同様の国がないわけではないが、多

くの国ではそういう会話が成り立たない。「私

は○○でプログラマーをしています（I am 

programer in ○○ .）」のように、何の仕事を

しているのかを明確にするのがジョブ型であ

る。この仕事は今の会社でなくてもできる、あ

るいは今の地域でなくてもできるというふうに

なれば、自分とその会社や地域との関係もはっ

きりしてくる。すなわち、ジョブ型というのは、
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いろいろなことを曖昧にせずバランス良くはっ

きりさせていこうということだ。とくに、リス

ク志向・コスパ志向といわれる今の若い人たち

を考えると、バランスが重要だと考える。私は

ジョブ型社会、ジョブ型時代は、選択肢を作っ

ていろいろなところと自分との関係をもち、そ

の中で「自分で決める」ということがポイント

であると考える。

そこでの課題は、過度な企業依存や自己責任

を正し、働く個人を応援する社会の仕組みをつ

くることだと考える。会社員というのは、ある

会社に持続的にずっといることを前提にしてい

ると、会社と自分との関係が一蓮托生になり際

限がなくなってしまう。これ以上はできないと

か、ここからは自分の時間、あるいは家族との

時間、そういったことがどんどん曖昧になって

しまう。会社が自分の生きる世界の中心になっ

てしまうと逃げ道がなくなってしまうのだ。そ

れはここぞというときに会社を優先せざるを得

ないということでもある。会社もそのことがわ

かっているから労働者に無理を要求する。

この 10 年間ほどで、日本の産業でも信じら

れないことがたくさん起こった。たとえば電機

産業一つをみても、「電機」という概念自体が

変わるような変化があった。新しい時代、勉強

しなければいけないし、スキルも身につけなけ

ればいけない。前述の会社に依存したかたちを

「会社人」とするなら、これからのジョブ型時

代においては、「仕事人」となることが労働者

に求められるだろう。

働く人のスキルを向上させ、高い賃金がもら

える仕事ができるようにしてあげる、というこ

とは、今までは会社がやることになっていたが、

だんだんそれが見えにくく、できにくくなって

きた。ジョブ型と言われている時代に大切なの

は、すべての人々がよりよく働ける選択肢を増

やし、人々が選択できる力をつけられるように

する。つまり、企業の内外に公正で開かれた労

働市場を整備することと自律した仕事人のため

の社会的投資を増やすことであろう。

これまで、企業内労働市場といわれてきたよ

うに、各企業個社で身につけたスキルは他社で

使えないといわれてきたが、はたして本当だろ

うか？もちろん、やり方・段取りはあるものの、

仕事のかなりの部分はボーダレスである。自分

が持っている力を使ってもっと大きな面白いプ

ロジェクトがやりたいと思うこともあるはず

だ。

日本ではＰＤＣＡサイクルが重視されて、何

回もそのサイクルを回すことになるが、他国は

そうではなく、“出たところ勝負”であること

も多い。最近の言葉では「capability」と言われ、

自分の力をどれくらいそのプロジェクトの中で

動員できるかが問われる。日本語では「火事場

の馬鹿力」という表現が近いだろうか。これを

可能とするには、新しい情報をどんどん入れ、

普段からスキルや経験を積んでいかないと対応

できない。個人にたいしても、企業にたいして、

社会が応援、あるいは国が投資する必要がある。

“学びなおし”という生易しい話ではなく、投

資なのである。
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２. ジョブ型時代における労働運動

では、ジョブ型の利点と欠点を克服し、より

「自立した仕事人」を応援できるものにバージ

ョンアップさせるためにはどうすればいいのだ

ろうか。そこで労働運動や労働組合が力を発揮

する。今の若い人たちにとって政治に日常感覚

はなく、若者も含めて多くの人が、新聞も読ま

ない、ヤフーニュースで十分という時代である。

このような中で、組合が発信する政治にかんす

る情報が耳に入るわけがない。リアリティがな

いのだ。それならば、“リアルな話”から政治

に入ることを考えるべきであろう。これに一番

良いポジションにいるのは労働組合である。組

合が仕事の話をし、その延長線上で政治の話を

するということは、ただ政治や選挙の話をする

よりも抵抗感は少ないだろう。日常的に、職場

で仕事やそれに関する話をした上で、「やはり

政治と関係する話だよね」と感じられることが

大切だ。すなわち、「仕事と政治をつなぐ」と

いうことである。

ここで、そもそも労働運動とは？という

ことに立ちかえって考えてみたい。権威あ

るケンブリッジディクショナリーで「labour 

movement」を調べると、「働く人々が、自分

たちの権利を守り、より良い生活を送れるよう、

一緒になって活動すること」と書かれている。

すなわち、これがグローバルスタンダードとい

うことだ。日本の労働運動は「自分たちの権利

を守り」というところを、もう一度考えるべき

だろう。労働運動が譲りすぎたというよりも、

先ほども書いた通り、働く人たちが譲らなけれ

ばならない状況がこの間増えてきたことも確か

だと思う。なぜこんなに働かなければいけない

のか、なぜこのような賃金で我慢しなければい

けないのか、なんでそんなことまでしなければ

いけないのか――。

このために、会社や政府に遠慮なくモノを言

い、自分たちの主張に耳を傾けさせ、その主張

に込めた強い意思を示すために、ストライキを

含めあらゆる手段を用いるのが労働組合の本分

である。それができなければ、労働組合は無用

とされ、誰からも相手にされなくなる。昨今、

日本において、働き方、ジョブ型、賃上げの労

働改革で、社会の労働運動や労働組合の役割や

期待がなぜこれほど低いのか。マスコミも組合

に期待しなくなり、今年の春闘では、これだけ

賃上げの話が出るのに、社会から「労働運動頑

張れ」の一言も出ない。これは労組への警告で

あると共に、労組なき社会の諦めととるべきだ

ろう。私は非常に危機的だと思う。

労働組合がないということは、いざというと

きに歯止めがきかないということだ。たとえば

企業が倒産したときの労働債権を一番守れるの

は労働組合である。労働組合というものがこの

国でどのくらい特権的な地位にあるのか、いざ

という状態にならないと分からなくなってしま

っているが、やはり私はなくてはならないと思

う。

20 年くらい前から、欧米も新自由主義が深

まる中で、それまでの働き方をシャッフルされ、

その中で各国の労働運動と労働組合は、自分た

ちのやり方で働く個人を応援するそれぞれのス

タイルを貫いた。その方向は、社会が個人を応

援する流れをつくること。ポイントは労働運動

が国家にその環境を整えさせ、市場がそれを前

提に雇用者活用を目指す流れを促すことであっ

た。労働運動が政府に安心の職業訓練と労働移



− 15 −

動システムを作らせ、それに基づき企業がイノ

ベーションと生産性向上をはたした北欧と、人

権運動と連帯した労働運動が政府と市場に圧力

をかけ、労働条件のハードルを上げて労働移動

を促し企業がそれにしたがった米国の例はこの

双璧といえる。

アメリカでは、スターバックスでの時給は、

最低でも 2000 円（18 ＄）だが、この金額でも

労働者が集まらないという。もっとも、賃金だ

けではなく、健康保険や医療保険の問題もある

が、そういうことも含めて労働者が企業をふる

いにかけている。企業は、いい人に来てもらう

ためにしのぎを削る。企業が労働者に提供する

究極ともいえるのが労働組合であり、今や労働

３. ジョブ型時代の労働運動における具体的取り組み

組合がないところでは働かないと言い始めたの

が、アマゾンやトレーダー・ジョーズ、スター

バックスなどで、若い人たちが組合を作り始め

た大きな理由である。「自分が言いたいことが

言えない職場では働かない」ということである。

労働組合とは、先述の通り、自分が言いたい

ことを言うところであるはずで、そのために法

律で守られているのだが、日本は労働組合があ

っても、なかなかものを言わない。労働者はも

っと“わがまま”になってよく、組合はその“わ

がまま”を応援する。今までの日本の常識から

すると、非常識なわがままかもしれないが、世

界の常識からするとまったくそんなことはな

い。

１）企業別組合と産業別連合体のコラボ
では日本の労働運動は、どうしたら働く個人

が安心して自らの権利を行使し高い労働条件を

めざして努力し、愛する人たちとより良い生活

を築くのを応援することができるのだろうか。

このようなバックアップを、これから組合がど

こまでできるか、ということを考えた時に、企

業別組合だけでは難しい。それでは産業別連合

体はどうだろうか。日本の産業別連合体は、欧

米の産別組織とは違う。企業別組合は、産業別

連合体に直接加盟して、そのメンバーの組合に

なるという関係にあるといえる。ここまで確認

してきたジョブ型時代、企業人から仕事人に移

るときのいろいろなバックアップをおこなおう

とするとき、組合として非常に大事なことは、

このコラボだろう。

たとえば、これからの春闘時に、各企業内組

合は、企業内職種別、職能別、階層別等あらゆ

る賃金銘柄のデータを可能な限り収集し、メン

バーシップ型、ジョブ型、混合型等各社に応じ

た賃金体系を整理し、それを組合員および全従

業員にたいし可視化する。産業別連合体は可能

な限り、上記の企業別のデータを集約し、産業

内の賃金ビッグデータを作成し、そこから労

働者の選択肢を増やすための労働移動と産業高

度化をめざした人的資本投資戦略をマッチング

させた産業内平準化のための戦略策定に着手す

る。なお、これは新規事業ではなく、春闘の本

来の主要任務であることを肝に銘ずべきであ

る。

２）政策制度要求活動
先述の「投資」というのは、政策の問題でも

ある。産業高度化のための諸施策の中に人的投

資分を確保し、その完全履行が助成金等の需給

条件になることを所轄官庁と国会委員会、政党
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関係者に要求する。介護の分野で実証されてい

るように、人的投資の資源の証明書を出さなけ

れば助成金は出さないくらいの厳しい条件をつ

けることを考えるべきだろう。

その要求の際、中小企業の労働条件向上と企

業間格差の是正の可能性により配慮した大企業

と中小企業の公正取引を、中小企業の活用の観

点から更なる促進を図ることと、従来型の下請

け関係からより水平的な新たな取引関係を模索

する企業群への助成金制度を設けることが重要

と思われる。この点は、国のみならず都道府県

の当該部局ならびに議会当該委員会や関連議員

にも可能であれば労使団体共同で要求するのが

よいだろう。

会社が産業政策で政治家や官庁に陳情するの

はよくないものの、労働組合が完璧に経営者の

代弁をする必要はない。労働組合は労働者の立

場に立つ。もっと言うと企業を守るために労働

組合があるのではなく、社員一人一人を守るた

めに組合がある。この人が路頭に迷っては困る、

そうしないようにしてくれというのが組合の産

業政策であるはずだ。残念ながら、この国は国

民の人生を、国が社会が責任を持つのではなく

て、企業に委ねている。その最大の場所が中小

企業である。雇用のプールにされているのだか

ら、中小企業では生産性を上げたくても上がら

ない。そうであれば、生産性が上がるところに

人を動かすべきである。動くためには、労働者

本人は一切お金をかけなくてよく、スキルも付

けてもらえることが必要だ。そうすれば、より

競争力のあるところに労働者も動く。これは、

北欧がおこなっていることであり、人を動かす

ことで企業の競争力を維持している。スウェー

デンでは実際、夫婦共稼ぎであれば、日本のア

ルバイトのような働き方でも十分食べていける

だけの賃金がもらえている。

日本で「底上げ」というが、低いところにみ

んなが留まってはいけない。上の仕事を作らな

いといけないのだ。そのためには政治が重要で

あり、それが可能となる政策が必要なのである。

産業内労働移動のための支援制度を政労使で

構築することも肝要である。簡潔にいえば、雇

用移動のサポート機関を作るということだ。こ

れは、移動が主で残留が従という意味ではなく、

移動する選択肢をつくるということである。こ

れを実現するには、既存の構造不況産業の雇用

調整（造船や鉄鋼など）やコロナ時の流通にお

ける対応など、一部産業で実施した緊急対応制

度の恒常化と高度化が有用であろう。この制度

検討の手始めとして、地域、産業による企画提

案型の助成金を早急に国で制度化することが求

められる。

３）就労支援
これからのジョブ型社会において、一番大切

になってくるのは、就労支援である。労働運動

においても、スキルやキャリアアップの相談に

乗るカウンセラーに現場従業員を任命するとい

う取り組みが求められるだろう。

英国では、このような仕組みを、ブレア労働

党政権時にジョブ職場委員（ジョブショップス

チュワード）として導入した。定期的に部屋に

居て、みんながカウンセリングや情報提供を求

めに来るという。最初は労働組合もしぶしぶ取

り組んでいたのが、今では労働運動の看板とな

っている。この委員になった従業員の活動時間

の賃金については、国が肩代わりし、それはの

ちに基金化された。これが一番のポイントだ。

この相談員は当初は企業の任命でも可能とす

るが、理想は３６協定の多数派代表同様、民主

的選出が望ましい。私は３６協定と同じように

全企業に置くことを法律にすれば良いと思う。
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そうすれば、中小企業も入れなければいけな

い。困ったら組合に頼むという状況を作るので

ある。組合は、場合によっては、人を送ること

も含めて応援する。そうすると、中小企業など、

いままでまったく組合がなかったところにも足

場ができる。経営者も頼るようになってくる。

そうすれば、中小企業で組合ができて組織率が

上がることにもつながるだろう。これを政労使

でやっているのは、ヨーロッパであり北欧であ

る。

この相談員の育成とスキルアップ、さらに訓

練雇用情報の提供を含めて、上記産業ビッグデ

ータと労働移動支援機構に関与する労組の産業

別連合体あるいは連合が管理することで、中小

企業への影響力行使を図る。このような絵を描

くことができる。

４）春闘
この就労支援と同様に、労働組合ができるこ

とがある。それは春闘での取り組みである。先

述のとおり、自分たちの仕事と賃金はどういう

関係があるのかを整理し、それを組合員に分か

りやすく共有する。それがジョブ型への第一歩

だといえる。その上で、第二弾として、北欧の

賃金対話が参考になる。これは、数年前からお

こなわれており、全従業員が自分の上司と賃金

交渉をおこなうというものだ。これをおこなう

ことで、自分の仕事に対するいろんな思いがこ

み上げてくるだろう。これもぜひ入れることを

考えてみてはどうだろう。

５）選挙支援の活動
組合の選挙支援活動は、政策制度要求を担う

すべての党派の議員に対して行い、そのことを

組合員との対話、合意形成の間で徹底すること

が重要である。

具体的には、関係議員の採点表を作ることだ。

〇、△、×、得点評価でもいい。アメリカは第

二次世界大戦後からこれをおこなっており、選

挙になると採点表を全組合員に回す。組合から

の支持を得ようとすれば、労働者のほうにはっ

きりと利益がある内容でないとダメということ

だ。日本では、中小企業起業家同友会がこれに

近いことをおこなっている。ここでは、政策制

度要求について全党のものを読み、忌憚のない

意見交換をするそうだ。自分たちの要求を実現

するのはどの議員・政党なのかという視点ほど、

組合員にとってわかりやすいことはない。

また、選挙の応援についても、AI の時代に、

50 年来のマニュアルのやり方が踏襲されてお

り、今や期日前投票、郵便が主流の時代に、新

しい選挙のやり方があると思う、ということも

付け加えておきたい。


